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埼玉県における15歳以下のアレルギー性疾患と

生活環境に関する調査
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〔論文要旨〕

　埼玉県におけるO～15歳の小児1，539名を対象に，アレルギー性疾患の有症率と，これらに影響を及

ぼすと考えられる生活環境要因との関連性について，質問票調査結果により検討した。各疾患の有症率

（％）は，喘息・喘息性気管支炎：20．1，アトピー性皮膚炎：20．7，アレルギー性鼻炎18．O，アレルギー

性結膜炎：11．7，花粉症：10．3であった。男女別では，アレルギー性結膜炎を除くすべての疾患で男子

が有意に高かった。

　生活環境要因では，木造住宅，増改築あり，畳にカーペット敷き，フローリング構造，石油ストーブ

の使用，ペットの室内飼育の歯群で，5疾患いずれかの有症率に関連がみられた。
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1．はじめに

　近年，小児のアレルギー性疾患は増加傾向に

ある。「平成14年度学校保健統計調査報告書」1｝

によると，全国の児童，生徒における喘息の者

の割合の年次推移は増加傾向にあり，14年度に

は小中学校および高等学校で過去最高の割合を

示した。このようなアレルギー性疾患増加の要

因として，住環境や生活様式の変化が指摘され

ており2〕，気密性の高い住居構造による結露の

発生，さらには，カーペットやエアコンの普及

等の生活様式の変化により，ダニやカビ等に由

来する抗原に曝露されやすい環境となってい

る。

　埼玉県では，平成14年に，県民を対象とした

「生活環境とアレルギーに関する調査」3）を実施

した。そこで，県内の小児のアレルギ・一一・一性疾患

有瀬率を把握するため，調査対象者のうちユ5歳

以下の県民を対象として，アレルギー性疾患の

油症率と，これらに影響を及ぼすと考えられる

生活環境要因について検討したので報告する。

∬．対象と方法

調査対象

　2002年8月現在，埼玉県内に居住する3，000

世帯を対象として，2002年8月1日から同年8

月20日の間に調査を行った。

調査方法

　ATS－DLD日本版・改訂版4）5）に準じたアレル

ギー性疾患に関する質問票を，調査員が訪問配

布および訪問回収する留置法により実施した。

なお，15歳未満の対象者については，その対象

者をよく理解している成人の家族員が記載する

こととした。
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図1　埼玉県内の地域区分

　対象世帯は，行政区分に準じて県内を5地域

（中央，西部，東部，北部および秩父）に分け（図

1），全地域で100地点になるように入ロ規模で

比例配分し，1地点あたり30世帯とした。また，

住宅構造を考慮し，戸建てと集合住宅の世帯が

均等になるように割当て，各調査地点の範囲内

で対象者が抽出できるように，抽出間隔を設定

して一定の距離間隔で訪問を行った。

調査内容

　個人の性別，年齢および居住地域のほか，過

去ユ年以内で，以下のアレルギー様症状があっ

たか調査を行った。

　・この1年間に，息をするとヒューヒュー・

　　ゼーゼーなどの音がしたり，呼吸が苦しく

　　なったり，ひどく咳こんだりする症状が出

　　たことがある。

　・この1年間に，皮膚が赤くただれたり，か

　　さかさしたり，かゆみの強い湿疹などの症

　　状が出たことがある。

　・この1年間に，眼がひどくかゆくなり赤く

　　なったり，くしゃみが続き鼻水が止まらな

　　くなったり，ひどい鼻づまりがするなどの

　　症状が出たことがある。

　これらの3項目のうちいずれか1つ以上の症

状があると回答した場合に，「何らかのアレル

ギー様症状あり」とした。

　さらに，アレルギー性疾患として，喘息・喘

息性気管支炎（BA），アトピー性皮膚炎（AD），

アレルギー性鼻炎（AR），アレルギー性結膜炎

（AC），および花粉症（P）の5種類の各疾患に

ついて，次のような質問を行った。

　・あなたは，これまでに医師にぜんそくとか

　　ぜんそく性気管支炎と言われたことがあり

　　ますか。
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　・あなたは，これまでに医師に湿疹，アトピー

　　性皮膚炎と言われたことがありますか。

　・あなたは，これまでに医師にアレルギー性

　　鼻炎と言われたことがありますか。

　・あなたは，これまでに医師にアレルギー性

　　結膜炎と言われたことがありますか。

　・あなたは，医師に花粉症と言われたことが

　　ありますか。

　各質問について，「はい」と回答した者をそ

の疾患の当座群，「いいえ」と回答した者を非

有症群とした。なお，各疾病の寛解者について

は，厳密な区分が困難なため有症群に含めた。

　また，生活環境要因として，①居住地域の周

辺環境（住宅街，商店街，農村，交通量の多い

道路に近い，工場），②住居形態（戸建て／集

合住宅），③住居構造（木造／軽量鉄骨造・重

量鉄骨造・鉄筋コンクリート造：以下，鉄筋コ

ンクリート造等），④建築後経過年数，⑤最近

2年以内の増改築の有無，⑥セントラル換気設

備の有無，⑦部屋の清掃頻度，⑧室内の床の状

況（カーペット，畳，畳にカーペットを敷く，

フローリング，フローリングにカーペットを敷

く），⑨使用暖房器具（エアコン，電気ストーブ，

電気カーペット，電気こたつ，床暖房，ガスス

トーブ，石油ストーブ），⑩ペットの現状での

飼育状況，⑪受動喫煙の有無について調査を行

った。これらの要因を数値化する場合は，要因

のある（1），なし（0）で2値化した。ただし，②

住居形態は，0：戸建て，1：集合住宅とし，③

住居構造は，0：木造，1：鉄筋コンクリート造

等とした。また，④，⑤，⑦および⑩について

は，以下のように3段階に数値化した。④建築

後経過年数（0：10年以上，1：5～10年未満，

2：5年未満），⑤最近2年以内の増改築（0：

なし，ユ：壁紙の張り替え，床板張り替え，畳

替え，壁ペンキ塗りまたは床ペンキ塗りを行っ

た（以下，壁紙の張り替え等あり），2：増築，

改築またはリフォームあり（以下，増改築あ

り）），⑦部屋の清掃頻度（0：毎日，1：週2

～3回，2：それ以外），⑩ペットの飼育（O

lなし，1：室外，2：室内）。

　以上の各項目について，5種類の各疾患の有

症群と非有症群の比較を，X2検定により行い，

有意確率5％未満を選択基準とした。
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　また，各疾患の有心率が対象者の属性および

生活環境のどの要因と強く関与しているか，交

絡の影響を制御して調べるため，ロジスティッ

ク回帰分析を行い，有意確率5％未満を選択基

準とした。その際に，従属変数を各アレルギー

性疾患の有症群：1，非有症群：Oとし，独立

変数を性別，年齢およびZ2検定によるp値が0．2

未満の調査項目（各疾患により異なる。）として，

Waldの変数減少法により分析した。欠損値を

含むケースについては，従属変数ごとに除いて

分析した。なお，統計解析には，SPSS（Ver．12．0）

を使用した。

皿．結 果

1．対象者の内訳

　有効回答数は，2，368世帯の世帯構成員全員

：7，395名であり，回収率は78．9％（世帯）であっ

た。これらのうち，15歳以下の1．539名（20．8％）

について検討した。

　その結果，対象者の内訳は男子が782名，女

子が757名であった（男／女扇：1．03）。年齢は，

0～15歳（7．2±4．5歳）であり，これらのうち

15歳の対象者を除き，5歳刻みに3階級の年齢

階級別に設定した結果，0～4歳が504名，5

～9歳が531名，10～14歳が415名であった。埼

玉県全体の年齢階級別の比率は，0～4歳：5

～9歳：10～14歳で，1：1．02：1．03（埼玉県

町（丁）字別人ロ調査結果報告：平成14年ユ月

1日現在）であり，今回の調査対象者の年齢階

級別の比率（1：1．05：0．82）とは一致してい

なかった。これは，調査方法が，15歳以下のみ

を対象者として設定して無作為抽出したもので

はなく，世帯を基準に抽出したことによるもの

と考えられた。

　地域別にみると，中央：495名（32．2％），西

部：567名（36．8％），東部：353名（22．9％），

北部：107名（7．0％）および秩父：17名（1．1％）

であり，秩父の対象者数が極端に少なかった。

このため，北部と秩父を1つにまとめ，中央，

西部，東部，北部・秩父の4地域間の比較を行っ

た。

2．アレルギー様症状および各アレルギー性疾患の

　有症率

i）アレルギー様症状

　過去1年以内に何らかのアレルギー様症状が

あった者は，全体の51．5％（792名）であった。

　各アレルギー性疾患の性別および年齢別の油

症率を表1および図2に示した。

ii）喘息・喘息性気管支炎

　全対象者の有症率は20．1％であり，男子

25．7％，女子14，2％と，男子の一喝率が高かっ

た。年齢別では，6歳までの年齢で上昇傾向に

あり，6歳が32．2％と最も高く，7歳以降徐々

に減少傾向にあった。全年齢ともに男子に有症

率が高い傾向にあった。また，年齢階級別では，

0～4歳が13．5％，5～9歳が24．8％，10～　14

歳が21．9％と有意差を認めた（p＜0．Ol）。

iのアトピー性皮膚炎

　全対象者の有症率は20．7％であり，男子

23．9％，女子17．5％と，男子の有心率が高かっ

た。年齢別では，年齢が高くなるに従い増加傾

向にあり，ユO～13歳で26～27％を推移して横ば

い傾向，14歳以降で減少していた。また，年齢

階級別では，0～4歳が15．5％，5～9歳が

22．5％，10～14歳が26．3％と有意差を認めた（p

〈o．ol）．

表1　性別のアレルギー性疾患有症率

男 女 計

n ％ n ％ n ％

喘息・喘息性気管支炎

Aトピー性皮膚炎

Aレルギー性鼻炎

Aレルギー性結膜炎

ﾔ粉症　　　　　　　　　　　」

771

V71

V73

V71

V80

25．7

Q3．9

Q3．2

P3．2

P1．9

744

V50

V50

V52

V52

14．2

P7．5

P2．7

P0．1

W．6

1，515

P，521

P，523

P，523

P，532

20．1

Q0．7

P8．0

P1．7

P0．3
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図2　年齢別のアレルギー性疾患有症率

iv）アレルギー性鼻炎

　全対象者の有春率は18．0％であり，男子

23．2％，女子12．7％と男子の有症率が高かった。

年齢別では，4歳から6歳にかけて4．6％から

21．1％と4．6倍の上昇が認められ，13歳で40．5％

と最も高く，14歳以降に減少していた。また，

6歳以上の有心率では，いずれも男子が高い傾

向を示した。年齢階級別では，0～4歳が2．8％，

5～9歳が21．2％，10～14歳が31．0％と有意差

を認めた（p〈0．Ol）。

v）アレルギー性結膜炎

　全対象者の有症率は11．7％であり，男子

13．2％，女子10．1％と，男子が高い傾向であっ

たが差は認められなかった。年齢が高くなるに

従い増加傾向にあり，12歳以降でやや減少傾向

にあった。また，年齢階級別では，0～4歳が

2．6％，5～9歳が13．1％，10～14歳が19．9％

と有意差を認めた（p＜0．Ol）。

vi）花粉症

　有症率は10．3％であり，男子11．9％，女子

8．6％と，男子の山霊率が高かった。年齢別では，

4歳以降で上昇傾向にあり，11歳で21．5％と最

も高く，12歳以降に15～18％で推移していた。

また，年齢階級別では，0～4歳が1．6％，5

～9歳が12．3％，10～14歳が16．7％と有意差を

認めた（p＜0．Ol）。

　以上の5種類の各アレルギー性疾患の有向率

において，最も高かったのはADで，次にBA，

AR，　ACおよびPの順であった。また，5種類の

アレルギー性疾患のうちいずれか1つ以上を医

師に言われたことがある者は，全体の36．6％

（563名）であった。

3、アレルギー性疾患有症率と居住地域および生活

　環境との関連性

　各アレルギー性疾患有徳率と居住地域および

生活環境要因との関連性について解析した結果

を，表2および表3に示した。

i）喘息・喘息性気管支炎

　地域別の有症率では，4地域間で差は認めら

れなかった。周辺環境では，交通量の多い道路

がある群（26．1％）がない群（18．7％）に比べ

て有症率が高かった。

　生活環境に関する項目では，セントラル換気

設備の有無別で，ない群（21．9％）の有症率が

ある群（13．5％〉に比べて高く，室内の床の状

況では，フローリングにカーペットを敷いてい

ない群（21．4％）が敷いている群（16．6％）に

比べて同様に高かった。使用暖房器具別の有症

率では，エアコンの非使用群（22．9％）が使用

群（ユ6．3％）に比べて高かった。また，暖房の

うち室内排気がないと考えられる床暖房では，

ない群（20．3％）の有症率がある群（10．3％）

に比べて高いのに対し，石油ストーブでは使用

群（23．9％）が非使用群（16．0％）に比べて高

かった。ペットの現状での飼育状況は，飼育の

有無により有症率に差は認められなかった。全

対象者の47．1％に住居の室内喫煙者がいたが，

受動喫煙がある群（22．1％）とない群（ユ8．2％）

では有症率に差が認められなかった。
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表2　居住地域・周辺環境・家屋の状況とアレルギー性疾患有症率

喘息・喘息性気管支炎 アトピー性皮膚炎 アレルギー性鼻炎 アレルギー性結膜炎 花粉症

調査項目

・轡凝 ・轡検定 ・腎検定 ・轡検定 ・轡検定

中央 487　22．2 487　22．2 491　20，0 492　11．6 491　10，0

西部 561　19，1 563　19．9 562　21．0 558　13．8 567　10。9

地域別 N．S． N．S． 0，002 N．S． N．S．

東部 347　17．9 350　19．7 350　12．9 350　9．1 351　9，7

北部・秩父 120　22．5 12工　21．5 120　10．8 123　9．8 123　10．6

住宅街あり 1，414　19．7 1，419　20．9 L421　18，2 1，421　11．7 1，432　10．4

NS． N。S． NS． N．S． N．S．

住宅街なし 95　26．3 96　16．7 96　15．6 96　12．5 94　8．5

商店街あり 163　23．3 165　23．6 166　23，5 165　9．1 164　1LO
N．S． N．S。 N．S。 N．s N．S．

商店街なし 1，346　19．8 1，350　20，3 1．351　17，4 1，352　12．1 ユ．362　10．2

農村あり 48　29．2 46　30．4 47　21．3 47　23、4 48　16．7
N．S． NS， N．S． 0，019 N．S．

周辺環境
農村なし 1，461　19．8 1，469　20．4 1，470　18．0 1，470　11．4 L478　10．1

交通量の多い
303　26．1 300　20，7 305　15．4 303　12．5 306　11．4

道路あり

0，005
N．S． N。S． N．S， N．S，

交通量の多い
1，206　18．7 L215　20．7 1．212　18、7 1，214　11，5 1，220　10．0

道路なし

工場あり 68　14．7 69　21．7 69　17．4 69　7．2 68　5．9
N．S． N．S， N，S． N．S． N．S．

工場なし 1，441　20．4 1，446　20．6 1，452　18．1 L448　11．9 1，458　10．5

戸建て 619　19．4 617　21．2 622　21．5 622　13．7 625　13，1

住居形態 N．S． NS． 0，003 N．S． 0，004

集合住宅 896　20．5 904　20．4 901　15．5 901　10．3 907　8，4

木造 606　19．6 606　2L3 608　20．1 611　14．2 612　12，4

住居構造 鉄筋コンタ
　　　　　　N．S．

W86　20．3

　　　　　　N．S．

W92　20，1

　　　　　　N．S．

W92　16，7

　　　　　　0．0ユ1

W89　9．9

　　　　　　0．031

W97　8．9
リート造等82

5年未満 277　17，7 281　20．3 283　19．4 283　11．3 286　12，9

建築後経過 5年～10年未
513　18．5　N．S． 515　20．2　N．S． 514　15．8　N．S． 514　11．5　N．S． 518　8．3　N．S

年数 満

10年以上 689　22．2 689　20．8 690　19，1 690　12．3 693　10．7

増改築あり畢3 51　29，4 50　38．0 53　32，1 51　11．8 53　15．1

増改築
壁紙の張り替

ｦ等あり剥
171　16．4　N．S、 171　14．0　0，001 171　17．0　0，027 171　12．3　N．S． 173　10．4　N，S．

特．になし L221　20．3 L227　20．9 1，225　17．7 1．228　11．8 L232　10．1

セントラル
ある 126　13．5

@　　　　　0，033

127　18．9
@　　　　　N．S．

128　25．8

@　　　　　N．S．

127　11．O

@　　　　　N．S，

129　14，0
@　　　　　N．S．

換気設備 ない 803　21．9 802　21．3 808　18．3 808　13．．0 814　10．8

毎日 707　19．1 709　21．4 713　18．2 713　11．6 719　11．4

部屋の清掃
週2～3回 486　19．8　N＆ 489　20．4　N．S， 487　17．9　N，S． 489　11．2　N．S， 490　10，0　N．S．

頻度

それ以外 193　23．3 195　20．0 195　16．4 194　11．9 194　8．8

＊1　×2検定：数値はp値，N．S．：not　significant＊2軽量鉄骨造，重量鉄骨造，鉄筋コンクリート造

＊3増築，改築，リフォーム＊4壁紙張り替え，床板張り替え，畳替え，壁ペンキ塗り，床ペンキ塗り

ii）アトピー性皮膚炎

　地域別の有症率では，4地域間で差は認めら

れず，また，周辺環境のいずれの項目において

も有症率に差は認められなかった。

　生活環境要因では，最近2年以内の増改築が

ある群（38．0％）が，ない群（20．9％）および壁

紙の張り替え等がある群（14．0％）に比べて有

症率が高かった。また，フローリングにカーペ
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表3　室内の床の状況・使用暖房器具・ペットの飼育状況・受動喫煙とアレルギー性疾患有症率

喘息端息性気管支炎 アトピー性皮膚炎 アレルギー性鼻炎 アレルギー性結膜炎 花粉症

調査項目

・轡鮒 ・轡検定 ・轡検定 ・轡擬 ・轡検定

カーペットあり 515　19．2 520　18．7 515　17．3 517　10．6 523　10．9
N．S． NS． N，S． N．S， N．S．

カーペットなし 1，00020．5 1．001　21．8 1，008　18．4 LOO6　12．2 1，009　10．0

畳あり L30420．1 1，307　21，0 1，311　18．3 1，308　12．1 1．318　10．4
N．S． NS． N．S． N．S． N．S．

畳なし 213　19．7 214　18．7 212　16．0 215　9．3 214　9．8

畳＋カーペット
208　23．6 207　20．3 206　17．5 208　13．5 208　7．2

あり

N．S， N．S． NS． NS． N．S．

室内の床

畳＋カーペット

ﾈし
1，30719．5 1．314　20．8 1．317　18．1 1，315　11．4 1，324　10．8

フローリングあ
1、11720．2 1，121　20．3 L125　18，9 1，126　12．1 1，131　11．1

N．S． N．S。 N．S． N．S． N．S．

フローリングな

し
398　19．6 400　21．8 398　15．3 397　10．6 401　8．2

フローリング＋
410　16．6 411　17．0 412　15．5 409　11．7 412　9．5

カーペットあり

0，043 0，033 N．S， N．S． N．S．

フローリング＋

カーペットなし
1，10521．4 1．110　22．1 1，111　18．9 1．l14　11．7 lJ20　10．6

エアコンあり 663　16．3 668　21，0 670　17．3 671　11．6 673　9．8
0，002 NS． N．S． NS． N．S．

エアコンなし 760　22．9 761　20．8 762　18．5 761　12．1 768　11．5

電気ストーブあ
149　18．8 148　22．3 150　20．7 148　16．2 150　10．0

NS． N．S． N．S． N。S． N．S．

電気ストーブな

ｵ
1，27419．9 1，281　20．7 1，282　17．6 1，284　11．4 L291　10．8

電気カーペット
629　19．9 632　22，6 635　18．6 634　13．2 636　10．5

あり

NS． N．S． N．S． N．S． N．S．

電気カーペット
794　19．8 797　19．4 797　17．4 798　10，8 805　10．8

なし

使用暖房 電気こたつあり 371　18．3

@　　　　　N．S．
369　17．3
@　　　　　N．S．

371　17．O
@　　　　　N．S．

368　8．7
@　　　　　0．031

371　10．O
@　　　　　N．S，

器具 電気こたつなし 1，05220．3 1，060　22．1 1，061　18．3 1，064　13．0 1，070　10．9

床暖房あり 68　10．3 67　17．9 68　16．2 68　13．2 68　8．8
0，043 N．S． N．S． N．S． N．S．

床暖房なし 1，35520．3 1，362　21．0 L364　18，0 1、364　11．8 1，373　10．8

ガスストーブあ

り
89　16．9 88　15，9 88　14．8 89　7．9 89　14．6

N．S． N．S． N．S， N．S． N．S，

ガスストーブな

し
1．33420．0 1，341　21．2 1，344　18．2 1，343　12．1 1．352　10．4

石油ストーブあ
681　23．9 680　19．7 680　18．4 680　11．6 685　10．1

＜0．001 NS． N．S． N．S． N．S．

石油ストーブな

し
742　16．0 749　21．9 752　17。6 752　12．1 756　11．2

室内 384　20．8 384　24．7 382　23．3 380　17．4 387　11．4

ペットの

蝿
室外 7518．7　N．S． 74　9．5　0。007 74　14．9　0．006 75　9．3　0，001 75　10．7　NS．

飼っていない 1，00919．9 1，015　19．8 1，020　16．2 1，020　10．0 1，023　10．1

あり 714　22．1 720　20．7 719　15．3 715　9．8 723　9．4
受動喫煙 N．S． N．S． 0，011 0，031 N．S．

なし 801　18．2 801　20．7 804　20．4 808　13．4 809　11．1

＊X2検定：数値はp値，　NS，：not　significant
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ットを敷いていない群（22．1％）が敷いている

群（17．0％）に比べて有症率が高く，ペットの

飼育状況では，室内飼育（24．7％）が飼ってい

ない群（19．8％）および室外飼育（9．5％）に

比べて同様に高かった。

iii）アレルギー性鼻炎

　地域別の有症率では，西部（21，0％）および

中央（20．0％）が，北部・秩父（10．8％）に比

べて高かった。周辺環境では，いずれも二二率

に差は認められなかった。

　生活環境要因では，住居形態別で，戸建て

（21．5％）が集合住宅（15．5％）に比べて丁丁

率が高く，増改築では，ある群（32．1％）が同

様に高かった。また，ペットの飼育状況では，

室内飼育（23．3％）の有症率が高く，受動喫煙

の有無では，ない群（20．4％）が同様に高かっ

た。

iv）アレルギー性結膜炎

　地域別の有症率では，4地域間で差は認めら

れなかった。周辺環境では，「農村である」

（23．4％）が「農村でない」（ll．4％）に比べて

有畜率が高かった。

　生活環境要因では，住居構造別で，木造

（14．2％）が鉄筋コンクリート造等（9．9％）に

比べて感症率が高く，使用暖房器具別では，電

気こたつの非使用群（13．0％）が使用群（8．7％〉

に比べて同様に高かった。ペットの飼育状況で

は，室内飼育（17．4％）の有症率が高く，受動

喫煙の有無では，ない群（13．4％）が同様に高

かった。

v）花粉症

　地域別の有症率では，4地域間で差は認めら

れず，また，周辺環境においてもいずれも有症

率に差は認められなかった。

　生活環境要因では，戸建て（13．1％）が集合

住宅（8．4％）に比べて有症率が高く，さらに，

木造（12．4％）が鉄筋コンクリート二等（8．9％）

に比べて同様に高かった。

　このように，戸建て住宅と木造で有症率が高

かったため，住居形態と住居構造との関連性に

ついて検討した。その結果，戸建て住宅では，

木造が84．6％，集合住宅では鉄筋コンフリー…ト

造酒が89．5％を占めており，戸建て住宅と木造，

集合住宅と鉄筋コンクリート造等との間にそれ

小児保健研究

それ関連を認めた（p＜O．Ol）。

4．多変量解析

　5種類の各アレルギー肝疾患の有症率と属性

や生活環境との関連について，ロジスティック

回帰分析を行った。その結果，統計学的に有意

（5％未満）であった因子に関するオッズ比と

95％信頼区間を，疾患ごとに表4に示した。

　性別では，ACを除く4疾患で男子の有症率

が高かった。

　生活環境要因との関連をみると，BAの有症

率は，畳にカーペットを敷いている群，石油ス

トーブ使用群にそれぞれ高かった。また，セン

トラル換気設備の有無では，ある群が有症率に

対して抑制的にはたらいていた。

　ADでは，増改築のある群で有症率が高く，

フローリングにカーペットを敷いている群にお

いては，有症率に対して抑制的にはたらいてい

たQ

　ARでは，周辺環境に商店街がある群および

室内にフローリングがある群でいずれも丁丁率

が高かった。一方，受動喫煙では，ある群が有

症率に対して抑制的にはたらいていた。

　ACでは，周辺環境が農村である群に二丁率

が高く，Pでは，畳にカーペットを敷いている

群が，有症率に対して抑制的にはたらいていた。

N．考 察

　平成15年保健福祉動向調査の概況6）による

と，対象者の35．9％が，調査時期から過去1年

間にアレルギー様症状があり，年齢階級別では，

5～9歳および10～14歳の年齢層に症状がある

者の割合が高いことが示されている。さらに，

1つでもアレルギー性疾患の診断がある者は全

体の14．7％，年齢階級別では，5～9歳が最も

高く，次に10～14歳となり，’低年齢層における

アレルギー性疾患対策は，重要な保健医療行政

課題と考えられる。

　今回，埼玉県では初めて，県民を対象とした

大規模なアレルギー性疾患に関する質問票調査

を実施した。疾患別の有症率について男女別に

みると，ACを除く4疾患で男子が高く，これ

らのうち，BAおよびARでは，西間ら7）の報告

と同様の結果であった。年齢別では，BAとAD
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表4　ロジスティック回帰分析によるアレルギー性疾患有症率と生活環境要因との関連性

疾　患　別 項　　　目 オッズ比 95％信頼区間

男 2．29 1．60－3．27

性別
女 1．00

ある 0．51 0．28－0．93

セントラル換気設備
ない 1．00

喘息・喘息性気管支炎
畳＋カーペットあり 2．03 1．28－3．24

床の状況
畳＋カーペットなし 1．00

石油ストーブあり 1．72 1．20－2．47

使用暖房
石油ストーブなし 1．00

モデルの適合性 κ2：5．30，自由度：8， P値：0．725

男 1．46 1．11－1．92

性別
女 1．00

増改築 2．22 1．16－4．28

アトピー性皮膚炎 増改築 壁紙張り替え等 0．68 0．43－1．08

特になし 1．00

フローリング＋カーペットあり 0．68 0．49－0．94

床の状況
フローリング＋カーペットなし 1．00

モデルの適合性 Z2：1．94，自由度：8， P値：0．983

男 1．68 1．17－2．43

性別
女 1．00

商店街あり 2．17 1．24－3．78

周辺環境
商店街なし 1．00

アレルギー性鼻炎
フローリングあり 1．72 1．07－2．77

床の状況
フローリングなし 1．00

あり 0．60 0．41－0．86

受動喫煙
なし 1．00

モデルの適合性 γ2：13．12，自由度：8， P値：0．108

農村あり 4．79 1．77－13．00

アレルギー性結膜炎 周辺環境
農村なし 1．00

モデルの適合性 Z2：13．671， 自由度：8，p値：0．091

男 1．43 1．01－2．02

性別
女 1．00

花粉症
畳＋カーペットあり 0．55 0．31－0．98

床の状況
畳＋カーペットなし 1．00

モデルの適合性 γ2：10．28，自由度：8， P値：0．246

注1）統計学的に有意（p＜0．05）な関係があった因子についてのオッズ比を示した。

注2）モデルの適合性：HosmerとLemeshowの適合性の検定
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で就学前までに汐干率が増加し，学童期以降は

横ばい傾向を示した。これに対して，AR，　AC

およびPは，学童期以降に有症率の増加傾向が

認められており，西間ら7）および馬場ら8）の報

告と同様であった。これらの年齢傾向から、学

童期以降は，乳幼児期に比べ室外で活動する機

会が増え，スギ花粉等の抗原曝露を受けるリス

クが高くなると考えられた。

　今回の調査では，各疾患の有症率に寛解が含

まれているため，他の調査結果と単純に比較す

ることはできないが，調査時期が同年である西

間ら7）の調査結果では，喘鳴および寛解を含め

た気管支喘息の二二率は14．26％であり，今回

の調査結果における小学生に相当する6～11歳

のBAの有症率は25．7％と高い傾向を示した。

その他の疾患の寛解を含めた有症率のうち，

ACおよびPでは，西間ら7＞の報告で15．82％お

よび5．73％であり，今回の調査では，17．0％お

よび14．5％と高い傾向であった。

　また，1991年の本県の小学生を対象とした赤

坂ら9）の調査結果をみると，喘息，喘鳴および

寛解を併せた有症率は9．92％であり，この調査

時期からおよそ11年後の今回の調査結果では，

2．6倍の有症率を示した。また，AR，　ACおよ

びPの各有高率も同年の調査に比べ高い傾向で

あった。井上らlo）の1982年目1992年の小児気管

支喘息有望率の調査結果では，10年後で約1．4

倍の増加が報告されている。また，西間ら7｝の

1992年と2002年の調査結果の比較においても，

Pを除くアレルギー性疾患で，約1．5倍の増加

率が報告されている。これらのことから，本県

の小学生における二二率は，11年前の調査時期

に比べ，増加していることが示唆された。この

ような増加傾向の要因として，住環境や生活様

式の変化が指摘されており2），家屋の密閉化や

温暖高湿化によって室内のダニ等の抗原に曝露

される機会が増加していることが考えられた。

　地域別の有症率では，都市部である西部およ

び中央地域のARの二七率が，山間地域を含む

北部・秩父地域に比べて高かった。秩父地域は

県内で花粉飛散量が圧倒的に多く11），花粉症に

ついては花粉飛散量やディーゼル車排出ガス等

による大気汚染との関連性を示す報告があ

る12）。しかしながら，今回の結果では，地域間

小児保健研究

でPの有症率に差は認められなかった。これは，

秩父地域の対象者数が極端に少なかったことも

あり，今回の調査結果が，都市部にARの丁丁

率が高いことを示唆するものなのか，今後，継

続的に調査を行う必要がある。

　生活環境と二二率との関連では，周辺環境に

交通量の多い道路がある群にBAの二二率が高

かった。これまでに，自動車からのディーゼル

排気の曝露がアレルギー症状を増悪させること

が報告されており13＞，今後，車の走行台数や大

気汚染の指標となる化学物質と有症率との関連

性について検討する必要があると考えられた。

また，「商店街がある」群にARの有症率が高く，

「農村である」群にACの有症率が同様に高かっ

た。東ら14）は，住環境の都市化が進むほどアレ

ルギー性疾患の二二率が高いと報告している

が，本調査ではこれとは異なる結果となったこ

とから，商店街や農村地域における具体的な発

症要因について，さらに調査検討が必要である。

　次に，住居構造に関してみると，戸建て住宅

にARおよびPの有症率が高く，また，木造に

ACおよびPの有症率が高かった。さらに，住居

形態と住居構造との関連性について検討した結

果，戸建て住宅と木造に関連が認められた。こ

れらのことから，二丁率が高かった要因として，

戸建て住宅に多くみられる木造構造は，外気に

接する外表面積が大きく，窓は全方位にとり易

いことから15），外気中の抗原が入ってくる機会

が多いと考えられた。また，最近2年以内の増

改築について調査した結果，ADおよびARで有

症率が高かった。これまでに，建材からの揮発

性有機物質の発散と喘息との関連が報告されて

おり16），今回の結果においても増改築による建

材からの化学物質の発散とアレルギー性疾患と

の関連が示唆された。

　室内環境設備との関連をみると，セントラル

換気設備のある群でBAの有生率が低かった。

セントラル換気設備は，一般家庭の水回りに設

置されている換気扇に比べて換気能力に優れて

おり，これが有症率の低い要因と考えられた。

一方で，このような設備の一般家庭における普

及率は高くはないと考えられ，設置状況が丁丁

率に影響を及ぼしているのかもしれない。

　使用暖房別では，床暖房およびエアコンの使

Presented by Medical*OnlinePresented by Medical*Online



第64巻　第5号，2005

用群で，BAの有症率が低かった。床暖房は室

内排気のないクリーンタイプの暖房であるこ

と，また，エアコンは，最近では，空気清浄機

能や除菌機能を併せもつものが普及してきてい

ることが，それぞれの有症率の低かった要因と

考えられた。一方，石油ストーブの使用群は，

BAの感症率が高かった。これまでの報告によ

ると】7），喘鳴および喘息の有瀬率と非排気型ス

トーブとの関連性については，いまだ明らかで

はない。今後，石油ストーブから排出される窒

素酸化物の影響等18），具体的な客観指標により

因果関係を明確にしていきたいと考える。

　このほか，暮らし方と有爵率との関係では，

室内で畳にカーペットを敷いている群にBAの

有感率が高かった。小児の気管支喘息患者では，

その約90％に住宅に存在するチリダニの感作が

あると報告されており19＞，室内ダニを増殖させ

る要因となる畳とカーペットの併用2）は，リス

ク因子として重要と考えられた。

　一方，フローリングがある群にARの有症率

が高かった。また，畳にカーペットを敷いてい

ない群にPの有症率が高く，フローリングに

カーペットを敷いていない群にBAとADの有爵

率が高かった。フローリングおよび畳では，カー

ペットに比べて室内の埃が浮遊しやすいことか

ら20＞，これらの床材にカーペットを敷いていな

い方がむしろ，室外から侵入した花粉抗原を含

む室内塵が空中に舞い上がり，発症のリスクを

高めている可能性も考えられる。

　ペットの飼育別では，室内飼育をしている群

にAD，　ARおよびACの各油症率が高かった。

これらは，従来の報告21）のように，有症率と室

内飼育のペットに由来する抗原曝露との関連を

示唆すると考えられた。

　受動喫煙に関する今回の調査結果では，ない

群においてARおよびACの有瀬率が高かった。

受動喫煙は，抗原感作を増大させるアジュバン

ト効果をもたらすという報告がある22〕。一方で，

有声者のいる家庭では，室内喫煙を意識的に避

ける等の室内環境整備を行っていることが推測

され，これが結果の要因の1つであると考えら

れた。また，室内喫煙と有症率の関連をみるた

めには，副流煙の曝露期間や曝露量の調査が必

要であり，今後の検討課題である。
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V．ま　と　め

　埼玉県における15歳以下の小児1，539名を対

象として，アレルギー性疾患と生活環境に関す

る調査を行った。その結果，アレルギー性疾患

の有爵率（％）は，AD（20．7）が最も高く，

次にBA（20．1），AR（18．0），AC（11．7），P（10．3）

の順であり，ACを除く4疾患で男子が有意に

高かった。

　また，アレルギー性疾患の有症率に関わる生

活環境要因として，周辺環境や住環境のほか，

畳にカーペット敷き，フローリング構造，石油

ストーブの使用，ペットの室内飼育のような暮

らし方に関する要因がアレルギー性疾患の有症

率に影響を及ぼすことが示唆された。これらの

ほか，大気汚染や食生活の変化等，さまざまな

因子が複合的に関与していることも考えられ

る。

　今後，調査結果で得られた傾向について，ア

レルゲン特異抗体測定や室内環境中の抗原量の

測定等の客観的な指標から発症要因を解明し，

アレルギー性疾患対策のあり方を具体的に検討

していくことが重要と考えられる。
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